
地方移住や定住促進のための住環境整備

遠別町と㈱ハスコム様とのＰＰＰ／ＰＦＩ事業の構築
 「職場のある遠別町に住みたくても住宅がない」など若者を中心に住宅ニーズがあるものの、町営

住宅の新築・改修が難しく、民間による集合住宅の供給を希望していた遠別町のニーズを受けて、

北海道銀行は留萌振興局と連携し、遠別町に財政負担を抑え民間活力を活かしたＰＰＰ／ＰＦＩに

よる民間集合住宅建設を提案しました。

 遠別町では、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業のスキームで民間集合住宅建設を進めるため、公募により決定した

㈱ハスコム様と事業契約を締結しました。

『遠別モデル』～ＰＰＰ／ＰＦＩを活用した人口減少地域に対する民間集合住宅建設の支援～

『遠別モデル』を住宅不足が課題の道内市町村に対して広く展開することで、
自治体の財政負担を抑え、民間活力を活かした地方移住や定住の促進、住環境の整備が期待できます。

遠別町のＰＰＰ／ＰＦＩ事業スキーム【遠別モデル】
４者立ち会いによるＰＰＰ／ＰＦＩ事業契約

（左から当行、㈱ハスコム様、遠別町、留萌振興局）
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